
 
平成23年８月５日 

各  位 
 会 社 名 イーター電機工業株式会社  

                             代表者名  代表取締役社長   山本 浩之 
                           （JASDAQ・コード 6891） 

                             問い合せ先 取締役管理本部長  髙橋   洋 
                           （電話 03―3745―6740） 

 
 

(訂正)「平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 
 

平成23年5月23日に公表いたしました「平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容に一部訂正すべき

事項がありましたので、下記の通り訂正いたします。本来であれば、事実等の確認が出来た時点で後発事象として「平成23

年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」に反映すべきものでありましたが、訂正が遅延したことに関して深くお詫び申し上

げます。なお、訂正箇所は下線を付して表示しております。 

 

記 

1. 訂正理由 

当該訂正の原因となりました、当社子会社である山陽電子工業株式会社における増資の事実等については、当社

の取締役会決議の議案に挙げておらず、また、平成23 年３月期監査において会計監査人からの質問等に対して当該

事実の告知をしておりませんでした。後日、平成 23 年7 月に当該増資の事実を告知し、会計監査人と協議をした結果、

有価証券報告書の訂正を行うことといたしましたので、決算短信についても同様に訂正を行います。 

 

2. 訂正内容 

【訂正箇所】 
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4.連結財務諸表 

  （10）連結財務諸表に関する注記事項 

   （重要な後発事象） 

  【訂正前】 

    該当事項はありません 

 

【訂正後】 

当社の連結子会社である山陽電子工業株式会社は、平成23年4月27日に開催された取締役会において、株主割当

による新株発行を決議し、平成23 年5 月12 日に払込を受けました。 

 

 

(1) 目的 

スイッチング電源事業に関する設備投資 

(2) 募集の方法 

申込日現在の株主に対し、所有株式１株につき新株式１株の割当を受ける権利を与える。 

(3) 発行する株式の種類および数、発行価格、発行総額、発行価格のうち資本へ組み入れる額 

・ 発行する株式の種類および数 普通株式5,200,000 株 

・ 発行価格 10 円 

・ 発行総額 52,000,000 円 

・ 発行価格のうち資本へ組み入れる額 26,000,000 円 

 

 



 

(4) 発行のスケジュール 

・払込期日 平成23 年5 月12 日 

(5) 資金の使途 

・スイッチング電源事業に関する設備投資 

(6)  議決権の所有割合 

当社は、当該割当を引き受けておりません。 

    これにより、増資後の議決権所有割合は45.1％から29.4％に減少し、山陽電子工業株式会社は連結子会社から

持分法適用関連会社へ異動いたします。また、山陽電子工業株式会社の子会社である株式会社博多通信は連結

の範囲から外れることになります。なお、当該会社の平成22年12月31日時点の資産は3,928百万円、負債は1,958

百万円、純資産は 1,969 百万円であります。 
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５.個別財務諸表 

  （7）個別財務諸表に関する注記事項 

   （重要な後発事象） 

【訂正前】 

    ― 

 

【訂正後】 

当社の連結子会社である山陽電子工業株式会社は、平成23年4月27日に開催された取締役会において、株主割

当による新株発行を決議し、平成23 年5 月12 日に払込を受けました。 

 

(1) 目的 

スイッチング電源事業に関する設備投資 

(2) 募集の方法 

申込日現在の株主に対し、所有株式１株につき新株式１株の割当を受ける権利を与える。 

(3) 発行する株式の種類および数、発行価格、発行総額、発行価格のうち資本へ組み入れる額 

・ 発行する株式の種類および数 普通株式5,200,000 株 

・ 発行価格 10 円 

・ 発行総額 52,000,000 円 

・ 発行価格のうち資本へ組み入れる額 26,000,000 円 

(4) 発行のスケジュール 

・払込期日 平成23 年5 月12 日 

(5) 資金の使途 

・スイッチング電源事業に関する設備投資 

(6) 議決権の所有割合 

当社は、当該割当を引き受けておりません。 

これにより、増資後の議決権所有割合は 45.1％から 29.4％に減少いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

以上 


